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１　事業概要 ５　事業説明
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　人口減少や高齢化の進展等を背景とした所有者不明土
地問題に対応するため、県・市町村・関係団体が連携し
、空き家対策と所有者不明土地対策の一体的・総合的な
対策を強化する。
　また、管理の適正化等に係る実務的なマニュアルを作
成するなど市町村の所有者不明土地対策を支援する。

　ア　空き家・所有者不明土地対策連携事業　350千円
　イ　所有者不明土地対策支援事業　　　　2,985千円

（１）事業内容
　　ア　空き家・所有者不明土地対策連携事業　　　　　　350千円
　　イ　所有者不明土地対策支援事業　　　　　　　　　2,985千円

（２）事業計画
　　ア　県・県内全市町村・関係団体で構成する「埼玉県空き家・所有者不明土地対策連絡会議」を活用し、
　　　　空き家対策と所有者不明土地対策の一体的・総合的な対策を強化する。
　　イ　所有者不明土地対策の着実な推進のため、管理の適正化等に関する実務的なマニュアルを作成する。

（３）事業効果
　　ア　市町村の空き家対策・所有者不明土地対策の一体的取組(両計画の一体的整備、空き家・空き地バンクの設置、
　　　　空家除去後の跡地の利活用等)、関係団体との官民連携(相続・登記制度の周知・啓発等)を推進
　　イ　市町村の所有者不明土地対策の事務処理の円滑化・効率化等を支援
　　　【活動指標(アウトプット)】連絡会議の開催(全体会2回、専門部会6回)、実務的なマニュアルの作成
　　　【成果指標(アウトカム)】土地の有効活用や適切な管理が図られ、良好な住環境の維持向上や地域経済の
　　　　　　　　　　　　　　　活性化が図られる。
　　　　　　　　　　　　　　　対策計画の策定市町村数 令和6年度0団体→令和9年度63団体
　　　　　　　　　　　　　　　県内の所有者不明土地の割合︓9%(R5末時点)→6％(R9末時点)

（４）県民・民間活力、職員マンパワーの活用、他団体との連携状況
　　・　「埼玉県空き家・所有地不明土地対策連絡会議」を通じた市町村及び関係団体との連携
　　　　構成員：県(建築安全課、住宅課、土地水政策課)、全63市町村(空き家部門、所有者不明土地部門)
　　　　　　　　関係団体(司法書士会、行政書士会など17団体)、オブザーバー(国交省関東地方整備局、法務省
　　　　　　　　さいたま地方法務局)
　　・　対策の着実な推進のため、令和6年度中に他県等の事例を参考に、複数の市町村と合同で「対策計画策定の
　　　　手引き」を作成、市町村へ情報提供

２　事業主体及び負担区分
(県10/10)

３　地方財政措置の状況
なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
9,500千円×1.5人＝14,250千円
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事業名

単位事業名 予算額 350千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

一般財源 350 350

合計 350 350

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

報償費 200 200 専門部会講師謝礼金　2回分

使用料及び賃借料 150 150 専門部会会議室使用料　3回

合計 350 350

単位事業名 予算額 2,985千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

一般財源 2,985 2,985

合計 2,985 2,985

　

主な内容

事業内訳書

所有者不明土地対策促進事業費

空き家・所有者不明土地対策連携事業

主な内容

主な内容

所有者不明土地対策支援事業



 

 

単位事業名 予算額 2,985千円

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

委託料 2,985 2,985 管理不全土地等に対する実務マニュアル作成業務委託料

合計 2,985 2,985

所有者不明土地対策支援事業

主な内容


